
～その効果、国際動向と J I CA の取組～

生 態 系 を 活 用 し た 防 災 ・ 減 災

( E c o - D R R ) の 実 践
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自然災害リスクの増大と Eco - D R R に対する期待の高まり

E c o - D R R の考え方

E c o - D R R の推進を巡る国際的な動向と日本の取組

E c o - D R R が途上国にもたらすメリット

E c o - D R R の具体的な手法

E c o - D R R の実施に向けた検討の進め方

　本ハンドブックは、主として開発途上国において、生態系を活用した防災・減災

（Eco-DRR）を進める際の考え方や留意点を整理したものです。防災・減災に生態系を

活用することで、地球温暖化対策への貢献、生物多様性・生態系の保全など、ダムや堤

防などの人工構造物には無い様々な便益をもたらします。生態系の多様な便益を活用

できる Eco-DRR は、日常的に食料や生計を周辺の生態系サービスに依存することが多

い開発途上国において、防災・減災の有効な手段の１つとして注目されています。本

ハンドブックでは、日本や JICA の国際協力における Eco-DRR の具体的な実施事例を

紹介するとともに、計画段階を中心に、計画、実施、評価の各プロセスにおけるポイン

トなど示しました。

　なお、生態系の防災・減災機能については、定量的に明らかになっていない部分も

多いため、Eco-DRR 実施に当たっては、対象とする地域の状況や必要な防災・減災機

能の程度に応じ、Eco-DRR と合わせて人工構造物による防災施設の設置の有無を検討

することも必要です。本ハンドブックを参考としながら、地域の実情を踏まえて、

Eco-DRR に積極的に取り組んでいただくことを期待しています。
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◆ 写真の解説
１．地震で崩壊した山地（中華人民

共和国四川省）
２．フトン籠等施工後（同地）
３．作業風景（同地）
４．写真１の施工３年後
５．マングローブ植林指導・モニ

タリング（ミャンマー国エーヤ
ワディーデルタ）

６．山地で採取され、地元で利用さ
れている薪（マケドニア国東
部）

７．山地周辺で販売されている蜂
蜜、キノコなどの非木材林産物

（マケドニア国西部）
８．海岸での海岸保全林の造林　
（ベトナム国中南部）
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自然災害リスクの増大と Eco-DRR に対する期待の高まり

1

Eco-DRR に対する期待の高まり

　温室効果ガスの増加に伴う気候変動の影響により、海水面の
上昇のほか、集中豪雨、異常熱波、旱魃等の発生頻度が世界的に
増加傾向にあり、洪水や斜面崩壊、高潮被害等の自然災害が発
生するリスクが、高緯度地域や熱帯地域、標高が高い地域を中
心として世界的に高まっています。
 　また、開発途上国を中心に人口は増加傾向にあり、2050 年
までに世界人口は 100 億人に迫ると予測されています。こうし
た急速な世界人口の増加や経済成長に伴う都市化の進展も、自
然災害の被害リスクを高めています。特に、開発途上国におけ
る急速な人口増加や都市への人口集中は、災害リスクの高い地
形・地質の場所や、社会防災インフラ整備の遅れた地域への開
発、土地利用の進展をもたらし、災害の被害を受けるリスクの
増大に拍車をかけています。
　世界の自然災害発生件数と被害状況のデータをみるといず
れも増加傾向にあり、社会経済にも甚大な影響をもたらしてお
り、発生と被害の両面において、自然災害のリスクが高まって
います（図 1）。

　自然災害が一層深刻化する一方で、地域の持続可能な発展
や、自然環境保全に対する社会的な関心も高まっています。ま
た、世界的に都市化や開発が進んでおり、貴重な生態系や野生
動植物の保全に対する関心も高まっています。
　こうした中、増大する自然災害リスクに対して生態系が果た
す役割に注目し、これを積極的に活用するアプローチとして、

世界的な自然災害リスクの増大

生態系を活用した防災・減災（Ecosystem-based Disaster Risk 
Reduction: Eco-DRR）が近年注目を集めています。
　生態系は様々な防災・減災機能を有しています。森林は、土
砂災害防止、土壌保全や水源涵養等の多面的機能を有してお
り、これによって、土壌侵食や斜面崩壊、雪崩、風害、雪害等が防
止され、洪水も緩和されます。また、サンゴ礁は海岸線を守り、
湿地は洪水を緩和するなど、生態系はさまざまな防災・減災機
能を有しています。
　これらの防災・減災機能に加えて、例えば森林は、農林水産
物や水の供給、保健休養の場など多面的な機能を有しており、
これによってもたらされる多様な便益（生態系サービス）は、地
域社会の持続的な社会経済活動の基盤とも言えるものです。特
に、開発途上国において、健全な生態系、野生生物は、農林漁業
や観光の重要な資源であり、地域の持続可能な発展に欠かすこ
とはできません。さらに、生物多様性の保全や地球温暖化の原
因である温室効果ガスの吸収源としても重要な役割を果たし
ています。
　このように、Eco-DRR は、森林等の生態系が有する防災・減
災機能を発揮させることで、自然災害リスクの軽減のみなら
ず、地域社会の発展や生物多様性の保全、地球温暖化対策にも
貢献し得る取組です。
　こうした状況を踏まえ、開発途上国を中心として、Eco-DRR
への関心が高まっており、Eco-DRR を適用した事業が開発途上
国において一層展開されることに期待が寄せられています。

図 1　世界の自然災害発生件数、被害状況等の推移（出典：内閣府 , 2013）

■ 発生件数

■ 死者数（千人）

■ 被災者数（百万人）

■ 被害額（十億ドル）
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　Eco-DRR の基本的な考え方は、自然的な土地利用を維持する
ことによる暴露の回避（居住、利用しない選択）と、森林やサン
ゴ礁など、生態系の物理的な防護による脆弱性の低減（危険現
象の影響の緩和）により、自然災害リスクを下げることです。

Eco-DRR の災害リスク低減の考え方

E c o -DRR の考え方
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　ニカラグアのカリブ海側の半島の突端に位置するブラフは、
漁業を中心とする人口 4 千人程度の村です。1988 年に襲来し
たハリケーン・フアンによって、ブラフと本土を繋ぐ砂浜が破
壊され、ブラフは本土から分断されました。
　2007 年に、ニカラグア政府が、消波ブロックを設置したとこ
ろ、自然の漂砂現象によって砂浜が回復しました。

　砂浜は地域の子供たちの遊び場等として利用されているほ
か、ブラフが本土と陸路で繋がったことで、災害時の陸路避難
の可能性が生まれ、脆弱性の軽減が期待されます。また、砂浜の
背後には、低木林が再生しつつあり、砂浜の安定化や防風効果
などが期待されます。
　一方、主要交易港である太平洋岸のコリント港周辺など、人

Column

1

■ 脆弱性の低減
　脆弱性の低減とは、災害に対する社会の脆弱性を低減するこ
とです。
　海岸林が海からの風や飛砂から人家や農地を守り、津波エネ
ルギーを減衰するなど、生態系は、危険な自然現象を軽減する
物理的な緩衝として働きます。また、生態系は災害時や復旧時
に食料や資源の供給源となるなど人間の暮らしを支えます。

図 2　自然災害のリスク低減のアプローチ
暴露を回避（居住、利用しない選択）または脆弱性の低減

（危険現象の影響の緩和）により、災害リスクは下げられる。
（出典：ADRC, 2005 をもとに作成）

保全対象、災害リスクと Eco-DRR
～人工構造物を補助的に用いて、自然生態系を回復させることにより、防災・減災に活用した例～

写真 1　海岸林（クロマツ）が減衰効果を発揮し、津波での直撃を免れたホテル
（東北地方太平洋沖地震直後。宮城県東松島市野蒜海岸 2011 年５月 19 日 ）



 
  

 [ 防災・減災]　・砂浜幅拡大による防災・減災効果（波の打ち上げ低減
　　効果）
　・ブラフから内陸への避難路の確保
　・植林による防風効果（船舶の停泊・航行の安全確保）

表 1　生態系インフラと人工構造物インフラの特徴

凡例　：　◎大きな強み ○強み △どちらかといえば弱み × 弱み

注：防潮堤築造と沿岸生態系の緩衝空間としての保全・再生を想定して対比

出典：日本学術会議（2014）をもとに作成
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　Eco-DRR は、生態系を活用することで防災・減災
機能を発揮すると同時に多様な便益を生み出しま
す。
　Eco-DRR は生態系を活用することから、人工構造
物に比べて特定の災害に対する防災機能の確実な
発揮は劣りますが、多様な生態系サービスを同時に
発揮させることができ、周囲の生態系への負荷が少
ない等の強みがあります。
　Eco-DRR の導入にあたっては、このような生態系
の特徴を勘案した上で検討することが重要となり
ます。

生態系による防災・減災と人工構造物による
防災・減災の比較

写真 3　ニカラグア・ブラフでの対策案 ( 養浜等 )

口や重要施設が集中している場所では、高潮などに備えるため強
固な海岸保全施設（コンクリート構造物）の整備が行われています。
　このように、保全対象や災害リスク、地域と生態系との関わ
り等により適切な防災・減災対策の手法は異なります。地域社
会の現状を踏まえた、総合的な視点から、Eco-DRR を検討して
いくことが重要です。

特徴 /インフラの種類 生態系

防災機能の確実な発揮
（目的とする防災機能とその水準の確実性）
 
多機能性 

（多くの生態系サービスの同時発揮）

不確実性への順応的な対処
（計画時に予測できない事態への対処の容易さ）

環境負荷の回避 
（材料供給地や周囲の生態系への負荷の少なさ）

短期的雇用創出・地域への経済効果

長期的な雇用創出・地域への経済効果

人工物

写真：壱岐信二

写真 2　安全な地域への住民の移住が進められている斜面崩壊が激しい
マケドニアの山村（テトボ市 2016 年 5 月 17 日）

■ 暴露の回避
　暴露の回避とは、土砂災害の起こるリスクの高い
急斜面の近くや、津波・高潮の影響を受けやすい海
岸沿岸部など、自然災害に対して脆弱な土地におけ
る住居や道路等インフラ施設の建設を避けて、人命
や財産が危険な自然現象に曝されることを回避す
ることです。



表 2　Eco-DRR に関連する条約や国際的なイニシアティブ
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　世界的な自然災害リスクや地球環境問題の高まりを受けて、
近年国際的にも、生態系を活用した防災・減災（Eco-DRR）を推
進する動きが加速しています。
　2015 年 3 月に仙台で開催された第 3 回国連防災世界会議で

「2015-2030 年仙台防災枠組」が採択され、生態系に基づくアプ
ローチの国際的な推進等が優先取組事項の中に位置付けられ
ました。国際自然保護連合（IUCN）や国際連合環境計画（UNEP）
を始めとした国際機関や NGO なども、2008 年に設立された

「環境と防災に関するパートナーシップ（PEDRR）」等の枠組み
を通じて、Eco－DRR を国際的に推進しています。
　また、気候変動枠組条約（UNFCCC）の COP21 パリ協定（2015
年 11 月）やラムサール条約第 12 回締約国会議（COP12）、生物
多様性条約（CBD）の COP13 決議（2016 年 12 月）など、地球環
境問題に関する近年の国際的な合意においても、生態系に基づ
く防災へのアプローチが推奨されているほか、2015 年に国連
総会で採択された 2030 年持続可能な開発目標（SDGs）の掲げ

Eco-DRR を巡る国際動向と日本の取組

る複数の目標にアプローチするものとしても Eco-DRR は注目
されています。
　こうした動きに日本も積極的に貢献しています。2012 年に
林野庁・JICA 共催の国際セミナー「自然災害における森林の
役割と森林・林業の復興」」が開催され、その結果が 2014 年の
国連食糧農業機関（FAO）林業委員会で自然災害を緩和する森
林に関する情報発信の決定に繋がりました。
　また、2014 年の生物多様性条約締約国会議（CBD-COP12）で
は、「生物多様性の保全及び持続可能な利用と生態系の再生が
生態系の機能やレジリエンスを向上させることにより、沿岸や
流域を保護し、災害に対する脆弱性を緩和することに留意」す
るとした「カンウォン宣言」が、日本の提案により採択されまし
た。

Eco-DRR の推進を巡る国際的な動向と日本の取組

3

2015-2030 年仙台防災枠組に、以下を優先取組事項として記載している。
① 生態系に基づいたアプローチの国際的な推進
② 山岳部や河川、氾濫原等の災害リスクの高い地域における災害リスク評価
③ 生態系の持続可能な利用・管理と災害リスク低減を統合した環境・天然資源管理アプローチの実施
 
IUCN や UNEP を始めとした 10 以上の国際機関、NGO 等が連携し、Eco-DRR を国際的に推
進しているパートナーシップの枠組みである。Eco-DRR の推進と実施拡大、ならびに国際や
国、地方レベルの開発計画への主流化に取り組んでいる。「防災と気候変動適応のための生
態系管理の改善によるコミュニティのレジリエンス向上」をビジョンに掲げる。

COP21 パリ協定（2015 年 11 月）に気候変動適応策における生態系への配慮の必要性に言及
している。UNFCCC の意思決定を科学的根拠の面から支援する IPCC の特別報告書では、適
応や災害リスク管理への生態系に基づくアプローチが推奨されている。

決議 13 の中で、湿地生態系による防災上の役割を認め、湿地を基盤とした防災を国家戦略
や関連政策等に組み込むことや、湿地の災害リスクを評価すること等を締約国に奨励して
いる。

COP13 決議（2016 年 12 月）で締約国に対して気候変動適応と緩和、防災等への生態系に基
づくアプローチを推奨している。また、生態系がもたらす多様な便益を考慮することの重要
性にも言及している。

目標 11（都市や居住地域の安全とレジリエンス）、目標 13（気候変動対策）、目標 14（海域の
資源や生態系の保全と持続可能な利用）、目標 15（陸域の資源や生態系の保全と持続可能な
利用）に関連している。

Eco-DRR に関する合意や活動内容

国連国際防災戦略事務局（UNISDR）

　

環境と防災に関する
パートナーシップ（PEDRR）

気候変動枠組条約（UNFCCC）

ラムサール条約第 12 回締約国会議
（COP12）

生物多様性条約（CBD）

　
2030 年持続可能な開発目標（SDGs）

条約や組織の名称
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　JICA では、従来より災害多発地域や水源等の
流域で森林造成・管理に取り組むなど、世界各
地の開発途上国で、生態系を活用した防災・減
災を支援してきました。
　JICA は「自 然 環 境 保 全 分 野 事 業 戦 略
2014-2020」の戦略課題の一つに「森林等生態系
を活用した防災・減災（Eco-DRR）」を位置づけ、
土砂災害、沿岸防災等の防災・減災支援や、気候
変 動、生 物 多 様 性 保 全 等 の 支 援 の 一 部 に
Eco-DRR の観点を反映するなど、Eco-DRR の活
動に取り組んでいます。

JICA の Eco-DRR に関する取組

写真 5　ベトナム国　第２次中南部海岸保全林植林計画（2009 年～ 2015 年）

写真 7　イラン国　アンザリ湿原環境管理プロジェクト（2007 年～ 2012 年）

写真 4　中華人民共和国　四川省震災後森林植生復旧計画プロジェクト
（2010 年～ 2015 年）

写真 6　マケドニア国　森林火災危機管理能力向上プロジェクト
（2011 年～ 2014 年）

● JICA の全体目標

● JICA の４戦略課題

● 国際社会の３動向

JICA 自然環境保全分野事業戦略 2014-2020 における

Eco-DRR

自然環境の維持と人間活動の調和

持続的森林管理
を通じた

気候変動対策
（REDD+）

森林等生態系を
活用した
防災・減災
（Eco-DRR）

持続的な自然資源
利用による脆弱な
コミュニティの
生計向上

保護区及び
バッファーゾーン
管理を通じた
生物多様性保全

気候変動枠組条約 砂漠化対処条約 生物多様性条約

緩和 適応

図 3　 JICA の Eco-DRR に関する取組（出典：JICA, 2015）　



■ 生態系が平時にもたらす多様な便益
　健全な生態系は、災害時には自然災害の脅威から人や資産を
守る緩衝材の役割を果たすとともに、復興時には資源供給等の
役割を担い、さらに平時では、地域に様々な生態系サービスを
もたらします。主な生態系サービスは以下の通りです。

● 防災・減災サービス：災害発生時に生態系の物理的な機能
により被害を軽減

● 供給サービス：水、食料、木材、燃料等、建築資材等。特に、災
害発生後には避難時の生活に欠かせない水、食料、燃料等を
提供し、復興に向けて建築資材や収入源等を提供

● 調整サービス：流域貯水、水質浄化、炭素固定、気候緩和、作
物の花粉媒介、病害虫制御等

● 文化サービス：地域住民の信仰、文化や帰属意識の源、観光
資源等

　途上国の農村地域では、住民が周辺の生態系から得られる食
料、木材や燃料等（供給サービス）に依存している場合が多く、
また調整サービスや文化サービスも地域の生計や社会の持続
可能性を支える欠かせない要素です。こうした多様な生態系の
便益を活用することが可能なEco-DRRは途上国に適した防災・
減災手段の１つと言えます。

■ 地球温暖化対策への貢献
　森林や草地、藻場の生態系には、地球温暖化の原因となる二
酸化炭素を固定する機能があります（調整サービスに含まれ
る）。気候変動枠組条約のパリ協定に基づいて各国に地球温暖
化対策が求められているなか、Eco-DRR を通した生態系の保
全、再生または復元により、炭素固定の機能が期待でき、温室効
果ガス排出削減目標に貢献することが期待されています。

防災・減災における生態系活用の有効性

　また、人工構造物インフラが、コンクリートの製造過程等で
多くの温室効果ガスを排出するのと比較し、排出量をより抑え
た防災・減災の手法と言えます。さらに、地球温暖化の影響に
より高まっている土砂災害、洪水、高潮の被害を緩和する適応
策としても機能します。

■ 生物多様性・生態系の保全
　世界各地の生物多様性が豊かな地域では、保護区設定等によ
る生物多様性・生態系保全の取組が広く展開されています。
Eco-DRR は、このような地域に隣接して人が居住する場所で防
災が求められた場合に、生物多様性・生態系保全と防災の両立
を可能にする取組です。

■ 各国の状況に応じた柔軟な対策の検討が可能
　防災・減災に生態系を活用した場合、ダムや堤防などの人工
構造物に比べて、初期の整備費用やその後の維持管理費用を低
く抑えることが可能です。また、人工構造物と比較して維持管
理が容易である点、現地で調達可能な資機材を活用可能なこと
から、地域住民も管理が行える点、森林等の生態系の機能には
永続性がある点なども、Eco-DRR の利点です。
　途上国において対策を行う際には、整備や維持管理に係る予
算や体制を踏まえて、人工構造物と生態系による対策を総合的
に活用することで、各国の技術的側面、人材や組織体制、予算な
どの状況に応じて、地域全体の災害リスクを低減することがで
きます。 

E c o -DRR が途上国にもたらすメリット

4
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　マケドニア危機管理センター（CMC）は大統領府直下におか
れた独立政府機関で、自然災害のみならず、難民対策も含め、幅
広い国家の危機に対応し、省庁間に情報を共有するための機関
です。
　JICA の「森林火災危機管理能力向上プロジェクト（2011 ～
2014 年）」では、マケドニアの気象局や森林公社等の関係機関

がもともと有していた情報を収集・集約し、これらの情報に基
づいて森林火災のホットスポットを特定し、消防局が火災発生
時に即座に対応できるように、機材や人員をホットスポット付
近に集結させるための情報提供を行いました。
　これにより、近年では森林火災による焼失面積が減少してい
るとの報告があります。同様の体制は Eco-DRR の導入にも応
用可能です。例えば、CMCが一元管理する災害リスク、生態系

Column

2 各国の状況に応じた対策の検討と既存情報の活用
～マケドニアにおける危機管理センターの役割～
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■ 降雨、地震、津波などの外力に対する不確実性の考慮
　降雨、地震、津波などの外力に対し、生態系による対策だけで
確実に安全を確保することは困難です。特に、近年の気候変動
による降雨量の急激な増加により、生態系を活用した対策を実
施しても、土砂災害、洪水等の被害が起こる可能性があること
を想定する必要があります。そのため、人家、学校等の公共施設
や災害時要援護者施設など、重要な保全対象施設が周辺にある
地域では、人工構造物の防災施設を整備するなどの対策を講じ
る必要があります。

■ 生態系が防災・減災機能を発揮するまでに一定の期間が必要
　既存の生態系を保全するのではなく、例えば森林生態系を再
生、造成する場合、樹木等が成長し土砂流出防止等の防災・減
災機能を十分発揮するまでには時間がかかります。例えば、
ユーカリなどの早成樹でも地面にしっかりと根を張るまでに
は５年～１０年はかかります。そのため、災害リスクの高まっ
ている場所など緊急的な対応が必要な場合には、人工構造物の
設置と生態系の融合などの対策を検討する必要があります。

■ 防災・減災機能を発揮には、広域的な対策が必要
　防災・減災機能を発揮させるためには、ある程度の空間（面
積）を確保する必要があります。例えば、山地森林の水源涵養機
能の効果を高めるためには、流域全体での取組が重要です。

Eco-DRR 導入における留意点

■ 地域住民の理解向上と合意形成の必要
　災害のいちばんの当事者は地域住民です。災害対策には人工
構造物によるもの、生態系を活用するものを含め複数の選択肢
がありますが、それぞれの長所や上述した留意点について地域
住民が理解した上で、地域の望ましい将来像に沿った対策をと
る必要があります。地域によっては、過去の災害の経験に基づ
いて蓄積された災害対策の知恵が受け継がれている場合があ
り、地域住民の参加はこうした知恵を防災に活かしていくため
のきっかけづくりになります。

■ 生態系を活用した防災・減災の機能評価の活用と効果のモニタリング
　自然災害対策において、複数の選択肢からより合理的なもの
を選択するためには、定量的な評価や科学的知見に基づく根拠
が重要です。評価の結果や科学的知見は地域住民の理解向上に
欠かせないだけでなく、関心が異なるステークホルダーが参加
する中で、対策方針の選択等、意思決定をする場合の共通理解
の形成に役立ちます。したがって、事業の実施にあたっては、生
態系の防災・減災機能およびその他便益を含めた機能を評価
するために、定量的な情報を収集・蓄積し、Eco-DRR の効果や
手法のモニタリングを行うことが重要です。

の価値に関する地図情報を重ね合わせて分析することにより、
Eco-DRR 実施の優先地域を特定できます。この情報が森林公社
や観光国立公園省など、現地に事務所をもつ所轄省庁に提供さ
れることで、現地レベルでも Eco-DRR の実施が促進されるこ
とが期待されます。
　このように各国の防災に関わる体制や情報を整理・把握す
ることは、Eco-DRR を検討する上で重要になります。

森林等の生態系を活用した防災・減災機能には、様々な利点が
ありますが、一定の限界もあります。Eco-DRR 導入に際しては、
主に以下のような点に留意することが必要です。

写真 8　CMCと関連する組織（森林公社（PEMF） 等）の間で，森林火災
リスク情報を共有することを目的に JICA プロジェクトで構築
された地理情報システム（マケドニア森林火災情報システム：
Macedonian Forest Fire Information System, MKFFIS）。



 

　Eco-DRR の取組は、災害リスクを考慮した空間計画に基づく
自然災害からの暴露の回避（コラム３参照）と、生態系を適切に
管理することによる脆弱性の低減に重点がおかれます。
　生態系による防災・減災の効果は、自然災害に対して脆弱な
土地の生態系を維持・保全して開発を避けること（暴露の回避）
と、危険な自然現象を軽減する物理的な緩衝帯としての生態系
の働きを活用すること（脆弱性の低減）のいずれか、またはこれ
らの組み合わせによって発揮され、右記の４つの類型に分類さ
れます。
　自然災害には様々なものがあり、これに対して効果のある生
態系の活用方法も多様です。Eco-DRR において代表的な森林生
態系を例として取り上げると、

　山地災害の防止等

　洪水、渇水等、流域災害被害の緩和

　津波・高潮等、沿岸域災害被害の緩和等
の３つの活用方法があります。

防災・減災における生態系活用の有効性

E c o -DRR の具体的な手法

5
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　災害は、人の生命や財産などが被害を受けることで発生しま
す。つまり、氾濫原や湿地など、災害が発生しやすい地域におい
ては、人の生活や経済活動が活発に行われない土地利用を促す
ことも、災害への対策として重要です。
　一方で、氾濫原などの災害発生リスクの高い土地は、生態系
の変化が起こりやすく、また、希少な動植物の生息の場となり
やすい場所でもあります。
　このため、災害の発生しやすい地域では、災害の影響からの
緩衝帯として空間を確保し、生物多様性保全や環境学習、自然
レクリエーションの場として管理することも、Eco-DRR の重要
な取組です。
　実際、災害からの暴露の回避という視点で、災害の発生しや
すい地域を整備、管理するという考え方は、ニューヨークの沿
岸地域の災害復興やオランダ河川管理など、世界中で始まって

おり、気候変動が進む中、予期できない災害への対応策として
重要視されています。このような災害リスクを避けるための土
地利用の計画は、都市計画や地域づくりにおいて、災害からの
回避だけでなく、景観の向上や、レクリエーション機会の提供
など、魅力的な生活環境を創り出すために有効です。

Column

3 生態系を活用した災害からの暴露の回避

写真 9　表層崩壊による災害発生の状況（リオデジャネイロ）
　（出典：Schaffer W. B., et al. 2011）

① 生態系の保全・管理（保護区の設置等）
　現存の生態系が期待する機能を発揮できるよう、保護区の設
定や適切な維持管理体制の構築等により、生態系を健全な状態
に保全・管理する。

② 劣化した生態系の再生（森林等の適切管理等）
　自然再生などにより、劣化した生態系を健全な状態に再生する。

③ 新たな生態系の造成（新たな造林等）
　海岸防災林など防災・減災の機能の発揮を目的として新た
な生態系を造成する。

④ 生態系と人工構造物の融合（治山事業等）
　防災・減災機能の補強や生態系の保全・再生など地域が必
要とする機能を発揮させるよう人工構造物と①～③を融合し
て用いる。
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森林土壌や地表植生の雨水浸透促進による、河
川の洪水防止、洪水時の被害緩和

根系、樹幹の津波、高波、高潮への抵抗による、流
速、浸水範囲、浸水深の減少

樹木の根系による土層の安定化や下層植生によ
る表土保護により、表層崩壊、・土砂流出の防止、
災害発生時の被害を緩和

山地災害の防止等

洪水・渇水等
流域災害被害の緩和

津波・高潮等
沿岸域災害被害の緩和等
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　山地生態系（山地林等）の代表的な防災・減災機能は、表層崩
壊防止機能、土砂流出防止機能などです。
　山地林の中では、地中に張り巡らされた樹木の根が土壌を固
定する作用、樹木や地表の植生が降雨から表土を保護する作用
等により、斜面崩壊や土砂の流出が抑制されます。また、土壌に
は細かな空間があり、落葉落枝や林床植生が土壌の表面を保護
し、雨水の多くが地中に浸透するため、山地林には裸地や荒廃
地に見られる「表面侵食」を防ぐ効果もあります。
　下図の調査結果によれば、地表面の侵食が、荒廃地では年間
23.6mm の深さであるのに対して、耕地では、年 1.1mm、森林
では年 0.2mm にとどまることから、樹木の根系が表層土を斜
面につなぎ止め、「表面侵食」を防いでいると推定できます。ま

防災・減災機能

た、崩壊発生箇所数を調べた日本の事例（国土交通省 , 1998）で
は、森林がある場所と比較し、草地では 3 倍、裸地では 18 倍多
くなると報告されています。
　山地生態系（山地林等）のこうした機能は、樹林の過度の伐採
や過放牧、あるいは人工林の管理放棄等による荒廃などによっ
て低下します。

　山地生態系は、木材供給、薪炭等の燃料供給、キノコや山菜の
生産、水源涵養、水質浄化、炭素固定といった多様な機能をもつ
だけでなく、地域の信仰や文化の礎となり、多様な生物の生息
地としての役割を果たしています。

山地災害の防止等
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　四川省では 2008 年 5月の四川大地震により、多くの山腹崩
壊が発生しました。このため、この崩壊地を森林に復旧し、土砂
の流出を防ぐ必要がありました。しかし、このような崩壊地で
は、単に植林をするだけでは、降雨のたびに土砂が移動し、植栽
木が倒されたり、埋まったりして森林を造成することは困難で
す。そこで、JICA の支援による「四川省震災後森林植生復旧計

画プロジェクト（2010 年～ 2015 年）」が実施され、すぐに防災・
減災効果を発揮する、フトン籠、木柵等の簡易な人工構造物を
設置し、崩壊した山腹斜面の表層土砂移動を止め、その後植栽
することにより、森林を復旧しました。植栽木はニセアカシア、
ラジアータパイン、スモモ、カエデ、ヤナギ、コノテガシワやビ
ワ、クルミなど果実が収穫できる木など多様な樹種を植えまし
た。災害のない平時には、これらの樹木が周辺住民へ薪炭材や
果実を供給します。また、葉や果実は動物の餌となり、多様な生
物を育みます。

Column

4 人工構造物との組み合わせによる森林造成
～四川の森林復旧～

平時の多面的機能

図 4　平均年侵食深の比較事例（出典：丸山 , 1970）

山地生態系（山地林等）

荒廃地 耕 地 森 林

23.6mm / 年
1.1mm / 年

0.2mm / 年

注：侵食量の測定結果のうち、傾斜 13°以上のものの平均値をとったもの



表 3　山地生態系の対策の例
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対策の例

　日本では災害脆弱性の高い区域について森林を「保安林」として指定し、森林伐採を規制
し、森林の保全を推進します。また、住民に対して啓発活動を行い、適正な森林管理を促す取
組を行います【コラム３】。
　森林保護区の周囲に一定の区域（グリーンベルト）を設置して、そこで住民の生産活動を
認めながら、森林の伐採を抑制することも行います。
 
　人工林については、間伐等適正な森林施業を行うことにより、下草が多く、土壌侵食の起
こりにくい森林を育成します（右図）。天然林については、天然更新が促進されるよう管理す
るとともに、必要に応じ新たな植え込みを行います。

　荒廃地への新規植林や人為的に遷移の誘導を行います。途上国では住民のニーズに応じ
て薪炭林等を選定して造成することも行います【コラム４】。
　また、等高線に沿って多年生草本を植栽する「植生筋工」によって森林を再生する方法も
あります【コラム 5】。

　崩壊が起こっている山腹には、土留工、木柵
工等を行います。また、土壌が不安定な場所で
は、斜面からの土砂移動を防止するため石積
み等の作設を行うとともに森林を造成します

【コラム４】。
　崩壊地への直接的な対策が困難な場合に
は、渓流での対策（ダム工等）と合わせて土砂
流出の軽減を図ります。

対策の例

① 生態系の保全・管理

区　分

【平時】
木材　燃料　
非木材林産物
流域貯水　水質浄化
炭素固定　気候緩和
生物多様性

【防災・減災】
土砂崩壊防止
土砂流出防止
洪水防止

期待される便益の種類

② 劣化した生態系の再生

③ 新たな生態系の造成

④生態系と人工構造物の融合

間伐前 間伐後

図 5　間伐前後のイメージ（出典：森林・林業学習館、2017）
　　　樹木が適度な間隔を保ち、太陽光が地面に十分届く環境の中で豊かな森林が育つ。

写真 10　山腹工（柵工等の後ろに植林）と治山ダム
を融合した例　（出典：林野庁 , 2014）

写真 11　四川省森林造成施工中 写真 12　施工後（3年後）

山腹工

渓間工
（治山ダムによる山脚の固定）
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　流域生態系（水源林・内陸湿地等）の防災・減災機能の主な
ものは、流域貯水機能と洪水緩和機能です。
　森林土壌には地中に張り巡らされた植物の根や有機物に
よって形成される土壌の空隙が多く存在し、これが降雨の地中
への浸透・地下水の涵養を促します。地下水の一部は長時間を
経て地表に湧出するため、河川等に流れる水の量を安定化さ
せ、渇水を防止する効果もあります。
　また、内陸湿地には雨水や上流から流入する河川の水を一時
的に貯留する働きがあります。こうした作用により、豪雨の際
にも下流の河川の水位上昇が抑えられるため、洪水が抑制され
ます。さらに、土砂流出や出水の際にも河畔林や湿地は緩衝帯
となって被害を軽減する働きがあります。
　例えば、滋賀県田上山の調査では、下図で示されるように、森
林での洪水のピーク流出量が裸地の 1/10 以下にもなっていま

防災・減災機能

す。また、内陸にある湿地は、流れ込む川の水を一時的に貯留し
て下流の洪水を抑制する効果があります。

　水源林等の流域生態系の機能としては、前出の山地生態系と
同様に、保水機能・土砂流出防止機能・水質浄化機能や多様な
生物への生息地の提供などがあります。また、適度な間伐・択
伐により木材、燃料などにも利用されます。内陸湿地には、貯水
機能や水質保全機能のほか、湿地にみられる貴重な水生動植物
の生息地の供給などの働きがあります。また、内陸湿地の多く
が都市・集落に近接した平野部に位置することが多いため、古
くから人間生活との関わりが強く、地域信仰や習慣に根ざした
歴史・文化的機能や、都市近郊の残り少ない水辺自然環境のレ
クリエーションの場としての機能などがあります。

洪水・渇水等、流域災害被害の緩和
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　ニカラグアのレオン県では、平地から山地まで農耕及び放牧が
行われ、地域住民がそこで生計を立てていました。これらの土地利
用により森林の荒廃が深刻化し、森林の水土保全機能が低下し、降
雨時の河川の急激な増水や、乾期の水不足、傾斜地の崩壊等が地域
の課題となっていました。そこで、JICAの支援による「住民による
森林管理計画プロジェクト（2006年～2011年）」が実施され、防災・

減災を目的として、住民自身が森林管理技術を学びました。それに
基づいて植林やアグロフォレストリー、シルボパストラルを進める
とともに、住民参加により石積み工や植生筋工、谷止工等などにも
取り組みました。また、プロジェクトでは、植込みによる森林造成や
森林の管理強化に取り組むとともに、薪炭材、コーヒーなどの有用
樹種の植林など、地域住民の経済活動も考慮した取組が実施されま
した。さらに、地域住民が森林を育成することから受けられる便益、
つまり、生態系が平時にもたらす多様な便益を認識するための啓発
普及活動も取り入れ、より持続性の高い取組となっています。

Column

5 地域住民の経済活動を考慮した防災・減災
～ニカラグアの森林管理～

平時の多面的機能

図 6　森林と裸地の洪水時流出量の比較事例　（出典：福嶌 , 1977）

流域生態系（水源林・内陸湿地等）



 

 

表 4　流域生態系の対策の例
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対策の例

　洪水調整や水源涵養に重要な区域について、水源林や湿地の保護区指定などにより開
発を規制します。地形図を作成して流域のゾーニングを行い土地利用の管理を行います

【コラム 7】。
　家畜の多い場所では、植栽木の食害を防ぐため放牧禁止区域の指定を行い管理してい
る例もあります。
 
　単一樹種の森林から多様な樹種で成り立つ森林への誘導を行います。例えば針葉樹林が
密生している森では、下層植生が育たずに、水源涵養機能が低くなります。洪水緩和、水量調
節機能に加えて森林の多面的機能を高めるため、間伐等により下層植生を増やしたり、多様
な樹種からなる多様な生物の生息環境を確保した森林への誘導を行います。

　流域荒廃地への新規植林や人為的な遷移の誘導、湿地の造成等を行います。
　過度な利用や森林・湿地の農地への転用が生態系劣化の原因の場合には、生態系の機能
を維持しつつ地域住民の生活ニーズに応えるために、荒廃した土地に新規に植林を行うほ
か、既存の農牧地の一部に樹木を植栽し、樹間で家畜・農作物を飼育・栽培する「農林業」（ア
グロフォレストリー / シルボパストラル）の導入の選択肢があります【コラム５】。
　アグロフォレストリーの一つとして、土中に窒素を固定するマメ科の樹木を列状に植栽
し、列間にトマト、トウモロコシ等の農作物を栽培する方法もあります。こうして、住民の
ニーズに対応しながら、新たな森林を造成します。

　流域での植栽とともに、周辺に人家や施設
があり、洪水発生のリスクが高い場所には、渓
間にダム等の横断構造物を設けて、渓流の侵
食や崩壊を防止するとともに、下流への土砂
流出を抑制します。遊水地のように防災・減
災のために人工的に確保された空間では、生
態系そのものの防災・減災機能はほとんどあ
りませんが、生物の良好な生息環境や、景観の
保全・創出に重要な役割を果たします。

対策の例区　分

写真 13　木製の治山ダム（出典：林野庁 , 2014）

図 7　多様な森林への誘導のイメージ（針広混交林化、広葉樹林化）（出典：林野庁 , 2011）

① 生態系の保全・管理

② 劣化した生態系の再生

③ 新たな生態系の造成

④生態系と人工構造物の融合

【平時】
木材　燃料
非木材林産物
流域貯水　水質浄化
炭素固定　気候緩和
生物多様性

【防災・減災】
土砂崩壊防止
土砂流出防止
洪水防止

期待される便益の種類

写真 14　石積工（レオン県アチュアパ市） 写真 15　農牧林業：シルボパストラル（同左）
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　沿岸生態系の防災・減災機能は、マングローブや砂浜、干潟、
サンゴ礁等、生態系によって異なりますが、主な機能として、
　①波や流れのエネルギー減衰効果
　②沿岸部での浸水時の貯留効果
　③強風・飛砂・塩害に対する防護効果
　④津波・高潮時に発生する漂流物の制止効果
の 4 つが挙げられます。
　浅場やサンゴ礁は天然の防波堤として波のエネルギーを減
衰し、砂浜や干潟はその浜幅によって後背地への波の打上げを
抑制し、マングローブ林を含む海岸林は津波や高潮のエネル
ギーを減衰させる効果があります。
　2009 年に発生したサモアでの地震津波において、サモアの
ウポル島東部で 10m を越える津波が観測されましたが、マン
グローブ林が津波による流れの力（水流圧力）を 40% 減衰させ
たことが数値シミュレーションによる解析結果で明らかにさ
れ（右図参照）、実際にマングローブ林がある地域の方が被害が
少ないことが報告されています。
　沿岸湿地や干潟は内陸湿地と同様に、河口付近の洪水や、津
波・高潮による浸水時に一時的に水を貯留することで、浸水域
の拡大を防いだり、住民の避難時間を確保する効果があります。
　マングローブ林を含む海岸林は波のエネルギー減衰効果だ
けでなく、強風、飛砂、塩害から家屋や農地、交通機関等を保護
する働きもあります。また、2009 年に発生したサモアでの地震
津波では、津波によって破壊された家屋の残骸や車等の大きな
漂流物がマングローブ林によって止められており、被害の拡大
を抑制していたことも報告されています（右写真参照）。更にそ
の時の津波では、子供がココヤシ等の樹木にしがみつき津波か
ら難を逃れたという報告もあります。

防災・減災機能

津波・高潮等、沿岸域災害被害の緩和等
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　ベトナム中南部クアンガイ省の沿岸部には、植生のほとんど
ない砂丘が続いていて、海から吹きつける強風やこれに伴う飛
砂により、人家や農作物、交通網が被害を受けていました。
2009 年から 2015 年にかけて日本の支援を受けて実施された
「第２次中南部海岸保全林植林計画」では、こうした被害を軽減
することを目的に、沿岸の砂丘への植林が行われました。この

事業により、海岸沿い総延長 18.2kmにわたり、414 ヘクター
ルのモクマオウ（Casuarina equisetifolia）の海岸林が整備され
ました。これにより、主な目的とされた強風被害・潮害防止の
ほかに津波・高波・高潮被害防止の効果が見込まれるだけで
なく、平時には燃料の供給、炭素固定、気候緩和等の便益が期待
されています。

Column

6 強風・潮害対策のための海岸林整備
～ベトナム・第２次中南部海岸保全林植林計画～

平時の多面的機能

沿岸・海洋の生態系（マングローブ・砂浜等）

　海岸林には資材としての木材供給、薪等の燃料供給、炭素固
定等の働きがあります。さらに、マングローブ林にはこれらの
他に、漁場や水産生物の増殖場も含めた多様な生物の生息地の
提供、水質浄化の働きもあります。
　また、沿岸湿地、磯浜、砂浜、干潟、サンゴ礁等には水質浄化の
他、海水浴等の観光資源、炭素固定、漁場や水産生物の増殖場も
含めた多様な生物の生息地の提供などの働きがあります。

図 8　マングローブ林による津波減衰効果（水流圧力）
（出典：柳澤ほか , 2010）

写真 16　マングローブ林内で停止した津波漂流物
（出典：Tanaka. N. et al, 2007）

40％
減少



マングローブ

干潟

コンクリート

砂浜

防潮堤

海岸林

（防潮堤）

表 5　沿岸・海洋の生態系の対策の例
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対策の例

　津波、高波、高潮の対策上重要な沿岸植生やマングローブ林、湿地、磯浜、砂浜、干潟、サン
ゴ礁等の保護区指定などによる保全・管理等を行います。
 
　津波または高潮に対して減災効果を発揮するために必要な規模のマングローブ植林や湿
地の再生、侵食された砂浜の養浜、波浪減衰効果を発揮するための天然の防波堤となるよう
なサンゴ礁の再生等を行います。

　津波または高潮に対して減災効果を発揮するために必要な規模の海岸林の造成、波浪減
衰効果を発揮するための浅場となる人工的な岩礁（魚礁）の整備等を行います【コラム６】。

　人々の居住地や財産が海岸に近接している場合、海岸線に防潮堤または人工砂丘を設置
し、その上に海岸林を造成したり、防潮堤をセットバック（陸側に後退）して海側に海岸植生
を配置する等、人工構造物と海岸生態系を併せた対策を行います。

対策の例

① 生態系の保全・管理

区　分

図 10　「防潮堤のセットバック＋マングローブ林造成」のイメージ

② 劣化した生態系の再生

③ 新たな生態系の造成

④生態系と人工構造物の融合

【平時】
燃料　炭素固定
気候緩和
生物多様性

【防災・減災】
津 波・高 波・
高潮被害防止
強風被害防止

期待される便益の種類

写真 17　施工前 写真 18　施工後（2年後）

図 9　「人工砂丘＋海岸林造成」のイメージ

人工砂丘



水源かん養保安林
917 万 ha

土砂流出防備保安林
258 万 ha

保健保安林
70 万 ha

その他
44 万 ha

■ 日本における Eco-DRR の経験・技術
　日本では、降水量が多く地形が急峻なうえ、過度の薪炭利用
等が続いたため、約 150 年前までは全国で禿山が存在し、土砂
災害や洪水による被害が多発していました。これに対応するた
め、日本は植林や治山事業に取り組み、森林の多面的機能の発
揮を通じた防災・減災の技術を発展させ、知見を蓄積してきて
います。
　このような知見・技術としては、保安林制度、森林計画制度、
治山事業等があります。以下に主な森林分野における Eco-DRR
に関連する日本の制度や事業を紹介します。

Eco-DRR に関する日本の知見
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　土岐川流域は日本の中部地方にある岐阜県多治見市および
土岐市に広がっています。この流域では、1930 年代まで燃料を
得るための山林の伐採や陶土の採掘が行われ、その結果一面が
禿山となりました。このため、少しの雨でも土砂が流れ出し、災
害が頻発していました。そこで、この流域では昭和 20 年代
（1940 年中頃）から植生を導入し土砂流出を軽減する「山腹工」
などの緑化工を実施し、緑の回復を図ってきました。
　しかしながら、近年になって山麓での都市化が進み、土砂災
害が人家や公共施設に被害を及ぼす危険性が高くなっていま
す。そのため、流域全体をカバーする土砂災害ハザードマップ
（図 12）を用いて土砂災害危険箇所を特定し、危険箇所を含む
山麓斜面の一連を緑地帯（グリーンベルト）として整備（図 13）
することにより、土砂災害を軽減すると同時に自然環境・景観
を保全する活動を進めています。

Column

7 日本の技術活用
～空間計画としてゾーニングを取り入れた事例～

図 12 　土砂災害ハザードマップ

（１）　保安林制度
　保安林は、日本において、山地災害防止や水源涵養等の目的
を達成するため、指定される森林です。防災・減災、観光・地域
産業振興、環境保全など、さまざまな目的に合わせた森林の機
能を確保するため、立木の伐採や土地の形質の変更等が規制さ
れています。

（２）　森林計画制度
　日本では、長期的な視点に立った計画的かつ適切な森林の取
り扱いを推進するための計画制度があります。このうち、市町
村が作成する市町村森林整備計画では、地域の森林づくりの目
標となるゾーニングについて、発揮させる機能と望ましい森林
施業をセットで区域を設定しています。 

（３）　治山事業
　治山事業は、「（1）保安林制度」で示した、災害に関係する目的
を達成するために行う森林の造成事業又は森林の造成もしく
は、維持等に必要な事業です。　対象事業としては、山腹の斜面
崩壊を抑制するための治山ダム整備、植林などがあります。

図 11　保安林の種類別面積（延べ面積）
　　　 平成 27 年 3 月 31 日現在（出典：林野庁業務資料）
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JICA では、生態系の機能を活用した土壌流出防止等のプロジェ
クトを長年にわたり実施しており、途上国に合った以下のよう
な方法で、森林や農地を再生、保全、管理している事例が数多く
存在します。

JICA が海外で実施してきた Eco-DRR 関連の取組

（２）　計画的な土地利用の検討
　途上国では森林からの過剰な薪炭材などの採取や、過剰な焼
畑による農地への転用が、森林減少の主な要因となっていま
す。そのため、森林の周りにバッファゾーンを設けて住民の一
定の資源利用を認めたり、土地利用を管理するためのゾーニン
グを行い、適切な農地利用と森林管理を行うことで、住民の生
計を維持しつつ、より効果的な防災・減災機能が発現されるよ
う支援しています。

（４）　森林火災対策
　森林火災により多くの森林が消失し、防災・減災に関わる森
林の機能が低下している途上国に対しては、その対策として、
地域における森林消防隊の組織化、消火資機材の供与、地域住
民に対する森林火災予防の啓発活動等を支援しています。ま
た、衛星等の情報を活用した、森林火災の予防・早期警戒に対
する能力の向上も行っています。

図 13　緑地帯の整備　（出典：国土交通省 , 2010 ）

（１）　アグロフォレストリー ／ シルボパストラル
　アグロフォレストリー（Agroforestry）とは、農業（Agriculture）
と林業（Forestry）を組み合わせた言葉です。農地に等高線状に
樹木を植栽するとともに、樹木の下で農作物を栽培する方法が
あります。これにより、農業収入を確保しつつ、森林の土砂流出
防止機能を発揮させることが可能です。アグロフォレストリー
では、多くの場合果樹等の有用な樹種を植栽し、林産物や非木
材生産物による収入も得られるように支援しています。また、
放牧地に樹木を植栽するシルボパストラルも実施しています。

（３）　農業技術導入と組み合わせた支援
　焼畑移動耕作を減少させ、森林を保全を図るため、また、土地
生産性の低い農地において収穫量の向上を図り、住民の生計活
動を支援するために、簡易灌漑施設の導入や農業技術の改善支
援・研修等を実施して、農地の生産性を高め、農業収入を確保
する取組も、生態系保全・活用とあわせて実施しています。 
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◆ 想定される危険な自然現象と地域特性から災害リスクを把握

◆ 生態系や地域社会の特徴から Eco-DRR の適性を検討

◆ 地域の特徴を踏まえた土地利用計画を策定

◆ 土地（空間）利用計画の策定や防護施設の整備より、生態系を活用するこ
とで、地域に期待される様々な効果について、定量的、定性的に評価

□ 危険な自然現象のタイプや、強度、影響の及ぶ範囲
□ 危険な自然現象の発生確率や発生履歴等、災害対策の緊急性
□ 人命や財産、社会基盤の施設等、保全対象の規模や内容
□ 既存の防災施設、危険な自然現象の緩衝空間の整備状況

□ 森林等、生態系の防災・減災における現在の役割や機能
□ 住民生活に利用される自然資源（薪炭、蜂蜜、キノコ等）
□ 主要な地域産業に利用される自然資源（農林水産物、水資源等）
□ 希少な動植物の生息、生育状況、自然保護区等の規制、管理状況

□ 危険な自然現象に対する緩衝空間、防護施設の整備空間の設定
□ ゾーニング、土地利用の規制、維持管理の体制の構築

□ 【防災・減災機能】災害発生リスクの低減、及び災害被害の軽減効果（洪水、山腹崩壊、
暴風等）（平時の多面的機能）

□ 【供給サービス】地域住民の生活・生計に用いられる自然資源（木材、燃料、薪炭、水産
物等）の増加量

□ 【調整サービス】地域住民の生活・地域産業に影響を与える生態系の調整機能（河川
の流量調整、森林の水資源涵養、水質浄化等）の増加量

□ 【文化サービス】地域住民の生活に関わる生態系に提供される文化的な効用（住民の
信仰、教育や憩いの場、観光産業等）の増加

◆ 物理的な防護機能を発揮させる生態系・人工構造物の検討
□ 生態系の再生、造成（防風・防砂林、伐採跡地や法面の造林等）の検討
□ 人工構造物と生態系が融合した人工構造物（遊水地、治山ダム等）の検討

◆ 生態系を活用する土地利用計画や施設整備により得られる効果を踏ま
え、対策シナリオを精緻化
□ 生態系サービスの定量評価による対策シナリオの費用便益（B/C）の算定
□ 定性評価も含め、複数の対策シナリオ（計画、施設整備）を比較
□ 対策シナリオに係る各国・地域の法制度、予算、既存計画の整合性検討

◆ 土地利用計画に基づいた生態系の管理、生態系・人工構造物の施工
□ 希少な動植物、生態系への影響に配慮した施工・維持管理方法の適用
□ 地域の生態系への負荷に配慮しつつ、地域資源（木材等）の有効活用
□ 地域住民の継続的な参加・協力が得られる実施体制を構築
□ モニタリング結果を踏まえた施工・維持管理方法の改善

◆ 生態系・人工構造物の施工・維持管理による地域社会・生態系への影響、
計画時に期待される効果に関する情報を収集

◆ 施工・維持管理の進捗状況の把握、施工管理による影響や適切性を評価

◆ 施工・維持管理方法の改善、または対策シナリオの見直し、中長期的な
将来計画の検討を実施し、生態系の順応的な管理を実施

１．災害リスクの把握

８. フィードバック

２．生態系と地域社会の
特徴把握

３．対策シナリオの作成

７．モニタリング評価

４．生態系の防災・ 減災
機能評価

平時の生態系の多面的
機能評価

５．対策シナリオの
総合的な評価

６．施工・維持管理

E c o -DRR の実施に向けた検討の進め方

6

　Eco-DRR は、生態系の仕組みや多様な機能を活用し、地域の防災・減災と持続可能な発展を目指す取組です。Eco-DRR の実施におい
ては、地域の災害リスクや生態系の特徴、社会的、経済的なニーズを的確に把握し、防災減災を始め、様々な生態系の機能を効果的に引き
出す災害対策シナリオを実現させるため、生態系のモニタリングを行いながら施工・維持管理を行います。
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総合的な視点
◆ 生態系による物理的な防災機能（⇒ ｐ.2 参照）の強化とともに、災害リスクの高い場所の
居住や社会資本整備の回避（⇒ ｐ.2 「暴露の回避」参照）をする取組をおこなう。

◆ 災害後の避難や復旧も含め、災害への対応能力や、平時の多様な便益（⇒ ｐ.6 参照）等、総
合的な防災・減災機能を発揮を目指す。

◆ 危険な自然現象の発生地点、人と資産、生態系の位置により、災害リスクや生態系の防護機
能は変化（⇒ ｐ.16 ～ 17 コラム７　参照）するため、地域の地形地質や災害履歴を踏まえ
て、災害リスクの高い土地利用の回避と、生態系を活用できる土地利用計画を策定する。

土地利用計画からのアプローチ

◆ 一般に災害対策と環境保全を担う省庁、部局は異なるが、Eco-DRR の実施には行政組織を
またぐ事業連携、民有地を含む対策が求められ、セクターの連携により、健全な生態系の
維持に向けた土地や資源利用を誘導し、防災効果を高める視点も欠かせない。（⇒ ｐ.6 ～
7 コラム 2　参照）

セクターを越えた連携

◆ Eco-DRR の効果を発揮するためには、広大な空間が必要な場合があり、また住民による土
地や資源の利用の制限を伴うこともあるため、住民の権利や社会経済活動への影響も考
慮する必要がある（⇒ ｐ.12 ～ 13 コラム 5　参照）。

地域の社会経済活動への展開

生態系の機能の限界
◆ 生態系による物理的防護の機能は、人工構造物に比べると、防災・減災の効果発現までに
時間が掛かり、効果発現量の不確実性が高い。

◆ 生態系のみでは、緊急な対策には不向きであり、降雨、地震、津波などの外力に対する効果
に安定性を欠くため、人工構造物との組み合わせた対策シナリオを検討する（⇒ ｐ.10 ～
11 コラム 4　参照）。

◆ 災害対策の複数の選択肢からより合理的なものを選択するためには、定量的な評価や科
学的知見は、地域住民の理解向上に欠かせないだけでなく、関心の異なる関係者間で意思
決定をする場合の共通理解の形成に役立つ。

評価や科学的知見の活用

順応的管理の実施
◆ Eco-DRR は、自然の環境変動、社会的背景の変化に左右されるため、土地利用計画や施設
の施工の効果は、当初の目標とは異なる結果になる可能性がある。

◆ 事前事後のモニタリング調査は大変重要であり、その結果を常に監視、評価しつつ、必要に
応じて目標や手法を含めた計画や施工方法の見直しを行い、見直しを計画当初から念頭に
置き、多様な主体との合意形成を進めることが必要である。（⇒ ｐ.12～13 コラム5　参照）

検 討 の ポ イ ン ト
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崩壊地の森林復旧技術四川省震災後森林植生復旧計画中華人民
共和国

造林技術（植生筋工）、育苗住民による森林管理計画ニカラグ
ア共和国

薪炭林の造成、畑周辺の植林、苗
畑等高線栽培、テラス栽培、水田

パナマ運河流域保全計画パナマ
共和国

育苗、造林、簡易治山、
普及地元農民による造林

四川省モデル森林造成計画中華人民
共和国

山
地
災
害

洪
水
・
渇
水
等
、流
域
災
害

山
地
生
態
系

（
山
地
林
等
）

流
域
生
態
系

（
水
源
林
・
内
陸
湿
地
等
）

治山技術、緑化造林技術、
育苗技術

半乾燥地治山緑化計画チリ
共和国

森林保全計画策定、森林保全外周
部グリーンベルト設置

移行帯参加型森林資源管理計画ガーナ
共和国

土壌保全活動
過剰伐採の防止

地方行政強化を通じた
流域管理向上

ネパール連邦
民主共和国

植林、天然更新造林技術
苗木生産

北部荒廃流域天然林回復計画ベトナム社会
主義共和国

植林、育苗技術、焼畑からの転換
アグロフォレストリー、簡易灌漑

サバナ・イェグァ・ダム上流域
の持続的流域管理計画

ドミニカ
共和国

山
地
災
害

国立公園内の過剰伐採防止、土地
利用の見直し、植林、農林業生産
技術の導入等

アラフェラ湖流域総合管理・参
加型村落開発

パナマ
共和国

デモンストレーションファーム
（植林）、材木加工研修、森林火災
予防、アグロフォレストリー研修

森林火災跡地復旧計画ベトナム
社会主義
共和国

海岸保全林 414ha 造成第２次中南部海岸保全林植林計
画

ベトナム社会
主義共和国

沿岸生態系保全・適応管理
マングローブ林の緩衝機能の評価

統合的沿岸生態系保全適応管理フィリピ
ン共和国

マングローブ林の補強・造成、コ
ミュニティ・フォレストリー

（CF）の管理計画の作成及び研修
プログラムの開発

エーヤーワディ・デルタ住民参
加型マングローブ総合管理計画

ミャン
マー連邦
共和国

マングローブ管理センターの設
置、マングローブ生態系管理に関
する国家戦略の策定、マングロー
ブ生態系保全が必要な地域での
行政的支援、ASEAN との協力体
制の整備

マングローブ生態系保全と持続
的な利用の ASEAN 地域における
展開

インドネ
シア共和

国

流域生態系
（水源林・
内陸湿地等）

洪水・渇水等、
流域災害

津
波
・
高
潮
等
、沿
岸
域
災
害

沿
岸
・
海
洋
の
生
態
系

（
マ
ン
グ
ロ
ー
ブ
・
砂
浜
等
）

活用手法凡例：①生態系の保全・管理、②劣化した生態系の再生、③新たな生態系の造成、④生態系と人工構造物の融合

表 6　Eco-DRR と関連のある JICA 事業事例

山
地
生
態
系

（
山
地
林
等
）
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　JICA では、従来から森林等生態系の保全と防災効果との関
わりに着目した技術協力プロジェクトを多数実施しています。
JICA がこれまでに実施した Eco-DRR に関連の深いプロジェク
ト 15 件において、対象とされた災害の種類と活用した生態系、

生態系を活用した防災・減災の JICA 取組実績

生態系の防災機能を高めるために行われた対策の内容、生態系
の活用手法は下記のとおりです。JICA では森林による土砂災
害や洪水の防止と風害の軽減、マングローブによる沿岸災害へ
の対応について重点的に取組を行ってきました。

活用手法
対策の内容

① ② ③ ④
プロジェクト名国名生態系災害種



表 7　Eco-DRR 関連事業における JICA の取組の特徴
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　JICA のプロジェクトでは、森林保全や簡易治山技術等の技
術的な支援とあわせて、下表にあるような政策や法制度の強
化、関係者の能力向上などの支援も同時に実施することで、

JICA の取組の特徴

相手国の防災にかかわるキャパシティービルディングを行い、
より効果的な Eco-DRR の実施や取組の持続性確保を図って
います。

・防災や生態系管理にかかる政策の見直し
・ガイドライン、技術マニュアル等の作成や改善支援
 
・生態系を活用した防災・減災に関する各種技術、ソフト面での対策に関する研修

・政府職員、地域住民、現地活動 NGO 等が円滑に生態系管理や防災・減災活動に関われるよ
うな体制の整備や組織横断的なプラットフォーム等の仕組み作り

・Eco-DRR 技術に関する研修やデモンストレーション活動を通した技術の普及
・生態系を持続的に管理するための住民組織化やグループ活動の促進

・地域の防災に関する知識の集積と普及
・生態系管理計画を含む防災計画作り

主な支援内容

政策の強化、見直し
　
職員の能力向上

ステークホルダーへの働きかけや
防災・減災体制整備
　

地域住民のエンパワーメント
　

地域の防災マネジメントの
システム整備

支援枠組み
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